
【事前評価】 

境港地区 水産物供給基盤整備事業 

（水産流通基盤整備事業） 



地区の特徴と事業の目的 

○安心・安全な水産物の供給を図るため、高度衛生管理に対応した岸壁及
び荷さばき所を整備する。 
○震災時においても早期に水産業の再開が図ることが可能となるよう陸揚
岸壁を耐震化する。 

・地区の特徴 

・事業の目的 

○境漁港は、まき網漁、底曳き網漁
等を主体とし、鳥取県の水揚げ量の
約9割を占める日本海有数の流通拠
点漁港である。 
○工業出荷額のうち水産物製造関係
は4割以上を占めるなど、水産業は境
港市の基幹産業である。 
・境漁港の港勢（平成23年） 

利用漁船隻
数（隻） 

陸揚量
（ｔ） 

陸揚金額
（百万円） 

主な漁業種類 主な魚種 

321 19,378 
(全国3位) 

147,774 
(全国4位) 

旋網、底曳網、
かご、いか釣り 

あじ、いわし、
かに類、いか 

境漁港 



境港地区 事業概要図 

-6m岸壁(新設) 

-6m岸壁(改良) 

-6m泊地 

-6m岸壁(陸揚岸壁の耐震化) 

事業主体：鳥取県 
主要工事計画： 
 -6m岸壁 320m 
 -6m岸壁(耐震改良) 157m 
 -6m岸壁(改良) 370m 
 -6m泊地浚渫 13,000㎡ 
 荷捌き所 1式 
事業費：120億円 
事業期間：平成26年度～平成35年度 

荷捌き所（高度衛生管理対応） 

荷さばき所前面を衛生管理対象
魚種（かに、まぐろ、いか等）の専
用岸壁化 

-6mに浚渫し、まき網
船対応の岸壁とする。 

荷さばき所前面の専用
岸壁化に伴い、まき網
船対応の岸壁の新設。 



事業の投資効果 

○費用便益比 
【事業全体】Ｂ／Ｃ＝ 145.31 ／112.14＝1.30 
 

便益 

水産物生産コストの削減効果 26.96億円 

漁獲物付加価値化の効果 106.61億円 

漁業就労者の労働環境改善効果 10.52億円 

生命・財産保全・防御効果 1.22億円 

総便益額（現在価値化） 145.31億円 

費用 

荷さばき所 87.28億円 

－６．０ｍ岸壁（耐震化） 4.71億円 

－６．０ｍ岸壁（新設） 18.00億円 

－６．０ｍ岸壁（改良） 8.51億円 

－６．０ｍ泊地 1.50億円 

計（事業費） 120.00億円 

総費用額（現在価値化） 112.14億円 



事前（整備前） 事後（整備後） 

○ 係留施設が不足しているため、陸揚げの際に待ち時間が生じていた。 
○ 荷さばき所前面を衛生管理対象魚種の専用岸壁とし、まき網漁船の陸揚げ岸壁を新設・改良するこ

とにより、待ち時間が解消される。 （短縮時間1時間：漁協ヒアリング） 

■ 専用岸壁の整備に伴う陸揚げ待ち時間の短縮効果（799,845千円） 
 

便益の算定根拠（水産物生産コストの削減効果①） 

・係船岸不足のため、
待ち時間が生じている。 ・各魚種に対応した専用岸壁を整備す

ることにより、待ち時間が解消される。 

沖合底曳き船 

まき網船 

かにかご船 
かにかご船 
まき網船兼用 

沖合底曳き船 
まき網船兼用 

か
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事前（整備前） 事後（整備後） 

○ 荷捌所スペースが狭いため、セリのスペースや搬入・搬出の通路が十分確保されていないので、セリ
の際の搬出入に時間がかかってしまっている。 

○ 十分なスペースの荷さばき所が確保され、1号荷さばき所と2号荷さばき所がつながることにより、ス
ムーズな荷さばき作業ができ、荷さばき作業の時間が短縮される。（短縮時間20～30分：漁協ヒアリ
ング） 

■ 荷さばき所のスペース拡張による荷さばき時間の短縮効果（487,428千円） 

便益の算定根拠（水産物生産コストの削減効果②） 

・荷さばき所が狭いため、セリ、搬出
入のための十分なスペースが確保で
きない。 

・荷さばき所の拡張により、十分なス
ペースを確保できる。 

現在の荷さばき所 

拡張後の荷さばき所 



事前（整備前） 事後（整備後） 

○ 耐震強化岸壁が整備されていなければ、震災直後から岸壁が復旧されるまでの間は、漁獲物の陸
揚げが不能、または他の漁港を利用することになる。 

○ 主要な陸揚岸壁を耐震化することにより、震災時においても水産業の早期再開が図られる。 

■ 耐震強化整備による水揚げ維持効果（1,408,164千円） 

便益の算定根拠（水産物生産コストの削減効果③） 

・陸揚岸壁を耐震強化することにより災害時でも
まき網漁や沖合底曳き網漁等他港を利用した陸
揚が困難な大型の漁船の陸揚げが可能 

陸揚岸壁の耐震強化 

・地震によって被災した岸壁。 



便益の算定根拠（漁獲物付加価値化の効果） 

 

 

 

  

 
 

 

 
  

 

事後（整備後） 

 
■ 衛生管理設備による魚価向上効果（10,661,440千円） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

  

    

 
 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

マグロにおける陸揚 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

 
  

 

 
 

 

 

 

事前（整備前） 

衛生管理対象魚種年間陸揚金額10,185百万円／年 
衛生管理効果率（衛生管理が魚価に占める割合）  8% 
年間便益額 10,185×0.08＝814.8百万円 
（衛生管理効果率は過去の他港における調査結果より8%とする。） 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岸壁エプロン 10.5m 防風防暑施設 9.5m １号上屋 23.0m 

フォークリフトでマグロを 
吊り下げて場内へ運搬 ブルーシート上で 

マグロの鰓・内蔵除

去 

シャッター 

マグロの直置き陳列による汚染
及び品質劣化（施氷上） 

外気温による 
品質劣化（夏場） 

腹腔内の洗浄水は殺菌海水で
あるが冷却されていない質劣化 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

岸壁エプロン 10.5m 防風防暑施設 9.5m 

フォークリフトでマグロを 
吊り下げて場内へ運搬 

ブルーシート上で 
マグロの鰓・内蔵除去 

シャッター 

フォークリフト通行帯 
（ﾌｫｰｸﾘﾌﾄの動線確保） 

落とし台設置 
（床面からの汚染防止） 

抗菌床 
（床面からの汚染）防止） 

 

側溝設置 
（血水の排水） 

腹腔内の洗浄水は殺菌冷海水使用 

ビニールカーテン 
（ｼｬｯﾀｰ開放時の防風） 

出荷準備 
スペース 

シャッター 

プラットホーム 

ﾌｫｰｸﾘﾌﾄ通行帯+出荷準備ｽﾍﾟｰｽ+ﾌﾟﾗｯﾄﾎｰﾑ 

の確保のため背後に延伸 



事前（整備前） 事後（整備後） 

○ 岸壁にいろいろな漁業種類の漁船が係留し、さらに岸壁側にも搬出入の車両が駐車するなど搬出
入の動線が混載し、危険が多かった。 

○ 漁業種類ごとに専用岸壁を設け、現在より十分な荷さばきスペースを確保することにより、陸上作業
者の作業環境の向上を図ることができる。 

■ 荷さばき所の増築による作業環境の向上効果（1,052,562千円） 

便益の算定根拠（漁業就業者の労働環境改善効果） 

・荷さばき所混雑状況 

・各魚種に対応した専用岸壁の整備及び荷さ
ばき所の拡張により、作業環境が向上する。 



事前（整備前） 事後（整備後） 

○ 本漁港の岸壁は耐震化されていないため、震災時に施設が被災する。 
○ 陸揚げ岸壁を耐震強化することにより、震災後の追加的な復旧費用の負担を回避することができる。 

■ 耐震強化により震災時の施設被害が回避される効果（121,586千円） 
 

便益の算定根拠（生命・財産保全・防御効果） 

•岸壁の耐震強化により地震による岸壁の被害
を回避することができる。 

陸揚げ岸壁の耐震強化 

・地震によって被災した岸壁。 



 
【事前評価】 
 

  日本海北部地区 水産資源環境整備事業 
 

          （水産環境整備事業） 



●地区の概要 
 日本海北部地区は津軽半島西北部の日本海
に面する地区であり、主要産業である漁業に
ついては、一本釣り漁業、刺網漁業、いか釣
り漁業などが営まれている。当該地区の主力
魚種はウスメバル・ヤリイカ等であるが、ウ
スメバル・ヤリイカ共に資源の減少が顕著で、
特にヤリイカについては資源が低位水準にあ
り、早急な資源の回復が必要である。 
 また、燃油価格の高騰によるコスト増大が
経営を圧迫していることもあり、当地区にお
いては、資源管理と連携した漁場整備を行う
ことにより、定着性資源の回復・増大による
漁業経営基盤の安定・強化が求められている。 
 

●事業目的 
 ウスメバル稚魚は日本海を北上し、本州北
部の日本海沿岸や太平洋沿岸、陸奥湾内に着
底することが知られており、本州日本海北部
地区水産環境整備マスタープランに沿って、
浅海域でのホンダワラ藻場・ヤリイカ産卵
礁・幼魚の育成場、沖合に成魚育成場を整備
することで、生活史に対応した良好な生息空
間を創出し、資源の回復・増大と漁獲量の増
加を図る。 

 

 地区の特徴と事業の目的 

●漁場名：小泊、下前 

●主な漁業種類：イカ釣り、延縄漁業 等 

●主な魚種：ウスメバル、スルメイカ 等 

●漁業経営体数：615経営体 

小泊漁場 

下前漁場 



 水産環境整備マスタープランについて 

生活史

藻場

湧昇流漁場

仔魚

稚魚
藻場

増殖場の整備
貝殻・間伐材等の有効活用等

未成魚

底質の改善

環境・生態系保全活動
栽培漁業 等

物質循環の
把握・正常化

干潟

連携

漁場の整備
成魚

産卵

大規模な湧昇流漁場

藻場の保全・造成

魚礁の設置

環境・生態系保全活動藻場・干潟等の保全鰹道

モニタリング アマモの移植

●水産環境マスタープラン 

 対象とする水産生物の生活史に対応した広域的な水産環境整備（漁場造成や漁場環境保全の
事業を総合的に実施）を展開するため、海域を事業対象範囲とし、その設定海域において、良
好な生息環境空間を創出するための計画。 



事業主体 青森県・秋田県・山形県 対 象 種 ウスメバル（指標種）、ハタハタ（指標種）、ヤリイカ、
イワガキ等 

目 標 ウスメバル・ハタハタ等の生活史
に対応した良好な漁場の整備を
実施し、本州日本海北部海域全
体の資源量の増加を目指す。 

整備方針 本計画の対象魚種はいずれも、産卵もしくは初期生活を
浅海の藻場や岩礁域で行うが、砂浜海岸の卓越する本州
日本海北部地区においてはこのような場所が乏しいため、
産卵場、育成場を拡大し、それらが有機的に連携する水
産環境の整備を推進する。 

【モニタリング方針】 

マスタープランの検証については、関係３県が整備海域において、海藻及びイワガ

キの着生状況、ハタハタ及びヤリイカの産卵状況、ウスメバル稚魚の蝟集状況等に

ついてのモニタリングを行い、所期の目的達成についての検証を行う。 

 

ハタハタ 

水深200ｍ 

ウスメバル 

位置図 

  
 

   

２．ハタハタ 

稚魚期：ふ化直後から沖合移動開始前の生息場の保全 

幼魚期：特になし   

未成魚期：特になし 

成魚期：ソフト施策と連携した生残率の向上 

産卵期：卵塊の付着基質となる藻場造成 

１．ウスメバル 

稚魚期：流れ藻の供給、着底場所となる藻場造成 

幼魚期：保護育成場の拡大   

未成魚期：滞留場の整備 

成魚期：漁場と生息場の拡大 

産仔期：産仔場の拡大 

【指標種の成長段階に対応した整備内容】 

ウスメバルの生活史 ハタハタの生活史 

 本州日本海マスタープランの概要 



 水産環境整備事業 日本海北部 事業概要 

小泊漁場 

下前漁場 

沖合に成魚育成場を整備 

藻場の沖側に幼魚育
成場を整備 

稚魚育成藻場を整備 

事業主体：青森県 
主要工事計画：着定基質10.0ha 
          ・藻場（小泊漁場）4.0ha 
          ・幼魚育成場（小泊漁場）3.0ha 
          ・幼魚育成場（下前漁場）3.0ha 
          魚礁（小泊漁場） 29,625空m3 

事業費：1,500百万円 
事業期間：平成26年度～平成30年度 

着定基質（幼魚育成場） 

着定基質（幼魚育成場） 

魚礁 

着定基質（藻場） 

イメージ図 



 事業の投資効果 

効果項目 便益額 
（現在価値化） 効果の要因 

水産物の生産性向上 1,745,461千円 漁獲可能資源の維持・培養効果 

地域産業の活性化 84,643千円 漁業外産業への効果 

自然保存・文化の継承 159,981千円 自然環境保全・修復効果 

 Ｂ：計（総便益）（現在価値化） 1,990,085千円 
 Ｃ：総費用（現在価値化） 1,322,202千円 
   費用便益比（B/C） 1.51 

【評価】 
 費用便対効果の分析を行った結果、B/C＞１．０となり、公共事業としての
妥当性を確認。 
 なお、貨幣化が困難な効果として、消費市場へのウスメバルやヤリイカ等
の安定供給によるブランド化の推進が考えられる。 
 
  

○費用便益比 
  【事業全体】Ｂ／Ｃ＝1,990,085／1,322,202＝1.51 



 主な効果の算定① 
■漁獲可能資源の維持培養効果（年間便益額：１１４，９５８千円／年） 
  ウスメバルの保護・育成場となる藻場及びヤリイカの産卵場となる増殖場を造成するとともに、沖合に魚
礁を整備することにより、ウスメバルやヤリイカ等の生産量が増加する効果 
（算定例） ウスメバル 
  ①藻場における幼稚魚保護・育成効果による増産量 
   年間増産量＝単位面積当たりのウスメバル増産量(kg/㎡)×造成藻場面積(㎡） 
  ②増殖礁整備における幼稚魚保護・育成効果による増産量 
   年間増産量＝保護育成効果による増産量(kg/空m3)×整備増殖礁(空m3) 
  ③平均単価 
  ④漁業経費率 
  ・年間便益額＝（①+②）×③×④     

イメージ図 



 主な効果の算定② 
■自然環境保全修復効果（年間便益額：１０，５３９千円／年） 
  藻場を造成することで、水質浄化等の自然環境の保全・修復する機能に係る効果 
（算定例） 
  窒素の水質浄化効果に係る便益  
  ①藻場の面積(㎡) 
  ②ホンダワラの窒素吸収量(0.0224kg/㎡) 
  ③窒素の下水道処理費用(19.605千円/kg) 
 ・年間便益額＝①×②×③ 

・考え方（水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン 抜粋） 
 藻場・干潟 
  有機物が藻場・干潟によって浄化される（水中から除去される場合と生物の体内等に取り込まれる場合を含む）事が 
 期待される。そこで、藻場・干潟によって浄化される有機物の量と同等量を処理するのに必要な下水道費用相当額を 
 便益額とする。 
 

  年間便益額（Ｂ）＝ｑｄ×Ｃ 
     qd ： 藻場・干潟の増加による有機物処理量(kg) 
     C ： 有機物処理量に相当する下水道費用(円／kg） 
 

・藻場の増加による窒素処理量（水産基盤整備事業費用対効果分析のガイドライン-参考資料-） 
  海藻類は、海水中の窒素やリンを栄養分として成長し、水質の悪化を防止している。 
  吸収された栄養塩類は、漁獲により水域から除去される他、脱落・枯死した海藻類の沖合海域棟への流出や生物の 
 餌料（食物連鎖）等により除去される。よって、海藻類に含まれる窒素が良い優良を処理量と考えて算定する。  
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